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Ⅰ 令和元年度一般会計決算概要  

令和元年度における当組合一般会計の決算は、前年度の決算と比べ歳出は９億

６，７５３万９千円の増であった。これは、消防広域化により組織規模が拡大し

たことが主な理由である。  

歳出の主な内容としては、人件費が歳出額の５４．７％を占めた。投資的経費

では、普通建設事業費において高機能消防指令センター更新、岩沼消防署庁舎改

修工事、消防車両更新などの大型事業により、前年度に対して５億８，５３８万

５千円の増となった。  

総務管理費では、組織の改編による職員増加に伴い、岩沼消防署事務室等のレ

イアウト変更が必要となったことから、岩沼消防署庁舎改修工事を行った。また、

岩沼消防署庁舎設備として、灯油式ヒートポンプエアコン、自動ドア、エレベー

ター等の保守契約を新たに締結し、庁舎施設の保全管理に努めた。

葬祭業務では、１・２号火葬炉の主燃焼炉セラミック及び霊台車耐火物の張替

及び、３号炉の燃焼コーン改修を行い、火葬炉設備の保全管理に努めた。  

消防業務では、「あぶくま消防本部」運営開始に伴い、岩沼市消防本部、亘理地

区行政事務組合消防本部別々であった通信指令室を統合、高機能消防指令セン

ターとして更新を行った。また、消防広域化車両更新計画により、岩沼消防署水

槽付きポンプ自動車及び、亘理消防署ポンプ付き救助工作車１台を更新し、より

効率的な消防体制のもと、地域住民の負託にこたえられるよう整備を行った。  

１ 決算収支 

令和元年度決算規模は、一般会計歳入歳出予算総額１７億１，３７１万８千円

に対し、歳入決算額１７億１，４１９万７千円（対前年度比２３２．９％）、歳

出決算額１６億８，７１５万５千円（対前年度比２３４．５％）、歳入歳出差引

額は２，７０４万２千円となった。 

実質収支は、歳入歳出差引額と同じ２，７０４万２千円となり、そのうち、地

方自治法第２３３条の２の規定により、１，６０４万円を財政調整基金へ積み立

て、１，１００万２千円を令和２年度に繰り越すこととした。 

（単位：千円） 

区 分 歳入総額 

(A) 

歳出総額 

(B) 

歳入歳出 

差 引 額 

(A)－(B) 

(C) 

翌年度に繰り

越すべき財源 

(D) 

実質収支 

(C)－(D) 

(E) 

歳計剰余金

積立 

純繰越金 

令 和 元 年 度 1,714,197 1,687,155 27,042 0 27,042 16,040 11,002 

平成３０年度 736,126 719,616 16,510 0 16,510 15,510 1,000 
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Ⅱ 令和元年度款別決算表 

１ 歳  入 

  （単位：円・％） 

科 目 予算現額 調 定 額 収 入 済 額 
不 納 

欠損額 

収 入 

未済額 

予 算 額 に 

対する収入 

増 減 額 

収 入 割 合（％） 

予算率 調定率 構成比 

1 分 担 金
及び負担金 

1,090,939,000 1,090,939,230 1,090,939,230 0 0 230 100.0 100.0 63.6 

2 使 用 料
及び手数料 1,810,000 2,072,700 2,072,700 0 0 262,700 114.5 100.0 0.1 

3 県支出金 11,865,000 11,763,365 11,763,365 0 0 △101,635 99.1 100.0 0.7 

4 財産収入 4,000 3,508 3,508 0 0 △492 87.7 100.0 0.0 

5 繰 入 金 15,400,000 15,400,000 15,400,000 0 0 0 100.0 100.0 0.9 

6 繰 越 金 1,000,000 1,000,245 1,000,245 0 0 245 100.0 100.0 0.1 

7 諸 収 入 1,700,000 2,017,502 2,017,502 0 0 317,502 118.7 100.0 0.1 

8 組 合 債 591,000,000 591,000,000 591,000,000 0 0 0 100.0 100.0 34.5 

合 計 1,713,718,000 1,714,196,550 1,714,196,550 0 0 478,550 100.0 100.0 100.0 

２ 歳 出 

（単位：円・％） 

科 目 予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額 
執行割合

（％） 

構成比

（％） 

1 議 会 費 1,120,000 1,015,021 104,979 90.6 0.1 

2 総 務 費 117,746,000 114,590,744 3,155,256 97.3 6.8 

3 衛 生 費 27,230,000 25,301,504 1,928,496 92.9 1.5 

4 消 防 費 1,551,161,000 1,530,787,293 20,373,707 98.7 90.7 

5 公 債 費 15,461,000 15,460,280 720 100.0 0.9 

6 予 備 費 1,000,000 0 1,000,000 0.0 0.0 

合 計 1,713,718,000 1,687,154,842 26,563,158 98.4 100.0 
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Ⅲ 四半期ごとの収支及び予算執行状況 

１ 歳 入 

（単位：円・％） 

区  分 
第１・四半期  

（４～６月 ) 

第２・四半期  

(７～９月 ) 

第３・四半期  

(１０～１２月 ) 

第４・四半期  

(１～３月 ) 

出 納 整 理

期 間  
合   計  

予 算 額 1,766,156,000 1,766,156,000 1,766,156,000 1,713,718,000 1,713,718,000 

1 
分 担 金 

及び負担金 
562,336,615 279,405,000 282,921,615 0 △33,724,000 1,090,939,230 

2 
使 用 料 

及び手 数 料 
502,900 497,100 541,000 501,700 30,000 2,072,700 

3 県 支 出 金 0 346,380 0 0 11,416,985 11,763,365 

4 財 産 収 入 0 0 0 3,508 0 3,508 

5 繰 入 金 0 0 0 15,400,000 0 15,400,000 

6 繰 越 金 1,000,245 0 0 0 0 1,000,245 

7 諸 収 入 149,585 200,688 216,167 1,287,465 163,597 2,017,502 

8 組 合 債 0 0 0 591,000,000 0 591,000,000 

合 計 563,989,345 280,449,168 283,678,782 608,192,673 △22,113,418 1,714,196,550 

歳入累計（A） 563,989,345 844,438,513 1,128,117,295 1,736,309,968 1,714,196,550 

予 算 に 対 する 
収入割合(％) 

31.9 47.8 63.9 101.3 100.0 

２ 歳 出 

（単位：円・％） 

区   分  
第１・四半期  
（４～６月 ) 

第２・四半期  
(７～９月 ) 

第３・四半期  
(１０～１２月 ) 

第４・四半期  
(１～３月 ) 

出 納 整 理

期 間 
合  計 

予 算 額 1,766,156,000 1,766,156,000 1,766,156,000 1,713,718,000 1,713,718,000 

1 議会費 487,300 192,000 600 328,000 7,121 1,015,021 

2 総務費 20,090,412 18,070,135 24,440,404 17,580,874 34,408,919 114,590,744 

3 衛 生 費 6,166,449 6,382,903 7,085,997 4,775,657 890,498 25,301,504 

4 消 防 費 275,811,466 184,509,930 281,050,686 188,859,573 600,555,638 1,530,787,293 

5 公 債 費 0 7,735,295 0 7,724,985 0 15,460,280 

6 予 備 費 0 0 0 0 0 0 

合 計 302,555,627 216,890,263 312,577,687 219,269,089 635,862,176 1,687,154,842 

歳出累 計（Ｂ） 302,555,627 519,445,890 832,023,577 1,051,292,666 1,687,154,842 

予 算 執 行 
割 合 （ ％ ） 

17.1 29.4 47.1 61.3 98.4  

公金現在高  
(Ａ) － (Ｂ) 

261,433,718 324,992,623 296,093,718 685,017,302 27,041,708  
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Ⅳ 性質別歳出内訳表 
（単位：千円・％） 

区  分 

令和元年度 平成３０年度 

決 算 額 
構 成 比 

（％） 

前年比較 

増 減 額 

前年対比 

（％） 
決 算 額 

構 成 比 

（％） 

前年比較 

増 減 額 

前年対比 

（％） 

義務的経費 947,419 56.1 386,307 168.8 561,112 78.0 △4,083 99.3 

人 件 費 923,109 54.7 376,258 168.8 546,851 76.0 △3,418 99.4 

扶 助 費 8,850 0.5 3,870 177.7 4,980 0.7 △70 98.6 

公 債 費 15,460 0.9 6,179 166.6 9,281 1.3 △595 94.0 

投資的経費 593,483 35.2 585,385 7328.8 8,098 1.1 △43,418 15.7 

普通建設

事 業 費 
593,483 35.2 585,385 7328.8 8,098 1.1 △43,418 15.7 

うち補助 

事業費 
0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

うち単独 

事業費 
593,483 35.2 585,385 7328.8 8,098 1.1 △43,418 15.7 

その他の経費 146,253 8.7 △4,153 97.2 150,406 20.9 71,410 190.4 

物 件 費 128,262 7.6 △9,058 93.4 137,320 19.1 70,484 205.5 

補助費等 10,160 0.6 2,800 138.0 7,360 1.0 297 104.2 

積 立 金 4 0.0 0 100.0 4 0.0 0 100.0 

維 持 

補 修 費 
7,827 0.5 2,105 136.8 5,722 0.8 629 112.4 

合  計 1,687,155 100.0 967,539 234.5 719,616 100.0 23,909 103.4 

Ⅴ 地方債現在高調 

（単位：千円） 

区   分 
平成３０年度末 

現   在   高 

令 和 元 年 度  

借   入   額 

令 和 元 年 度  

償 還 元 金 額 
差引現在高 

組 合 債 72,000 591,000 15,440 647,560 

合  計 72,000 591,000 15,440 647,560 
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令和元年度 亘理地区行政事務組合一般会計決算額  

 

  

 

 

 

  

分担金及び負担金

1,090,939 

(63.6%)

使用料及び手数料

2,073 (0.1%)

財産収入 4 (0.0%)

繰入金 15,400 (0.9%)繰越金 1,000 (0.1%)

諸収入 2,018 (0.1%)

県支出金 11,763 (0.7%)

組合債 591,000 (34.5%)

自主財源

1,111,434 

(64.8%)

依存財源

602,763 

(35.2%)

【歳 入】

歳入決算額

1,714,197

（千円）

議会費 1,015 (0.1%)

総務費 114,591 (6.8%)

衛生費

25,302 

(1.5%)

消防費

1,530,787 

(90.7%)

公債費 15,460 (0.9%)

予備費 0 (0.0%)

【歳 出】

歳出決算額

1,687,155

（千円）

山元町(衛生費)

8,845 (0.8%)

亘理町(衛生費)

17,385 (1.6%)

亘理町(消防費)

423,472 (39.1%)

山元町(消防費)

203,175 (18.7%)

岩沼市(消防費)

431,029 (39.8%)

衛生費分担金 26,230 (2.4%)

消防費分担金

1,057,676 

(97.6%)

【分担金の割合】

構成市町

分担金

1,083,906

（千円）

人件費

923,109

(54.7%)

扶助費 8,850 (0.5%)

公債費 15,460 (0.9%)

普通建設事業費

593,483 (35.2%)

物件費 128,262 (7.6%)

補助費等 10,160 (0.6%)

積立金 4 (0.0%)

維持補修費 7,827 (0.5%)

義務的経費

947,419

（56.1%）

投資的経費

593,483

(35.2%)

その他の経費

146,253

（8.7％）

【性質別決算内訳】

歳出決算額

1,687,155

（千円）
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

 

Ⅵ 一般会計の状況 

（１） 定例会及び臨時会

 議会の開催状況 
議 会 審 議 状 況 

管理者提出 議 員 提 出 

区

分

招

集

開

催

会
期
延
日
数 

会
議
延
日
数 

審

議

件

数

原

案

可

決

修

正

可

決

否

決

撤

回

審

議

件

数

原

案

可

決

修

正

可

決

否

決

撤

回

定

例 
2 2 ２ 11 11 

臨

時 
３ ３ ３ 9 9 2 2 

（１） 総務事業

ア 職員等の健康診査

職員及び臨時職員の健康の保持増進を図った。

健 診 名  受診者数  実 施 日  備考  

定期健診  

(Ｂ型・Ｃ型肝炎抗体検査） 

９８人 

（８７人） 

６月２０，２１，２９日 

８月１６日  

人間ドック 

(Ｂ型・Ｃ型肝炎抗体検査） 

３０人 

（２２人） 

６月７，１８，２７，２９日 

７月９，１１，２０，２３， 

２７，３１日 

８月１７日  共済組合  

助成事業  

脳ドック ４人 ７月５，１０，１１，１８日 

腹部超音波検査  １人 ８月３０日  

２款 

総務費 

114,591 

１ 総務管理 

の状況 

114,511 

１款 

議会費 

1,015 

１ 議会の状況 

1,015 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

イ 職員研修

質の高い行政サービスを提供する為、職員育成を目的とし各

種研修を３０人に受講させた。 

研 修 名 受講者数 場  所 備考 

条例・規則作成研修 ２人 県市町村職員研修所 

一般職員研修 ２人 〃 

監督者研修Ⅰ ２人 〃 

管理者研修Ⅰ ２人 〃 

給与制度研修 ２人 〃 

地方公務員制度研修 １人 〃 

タイムマネジメント研修 １人 〃 

クレーム対応研修 ２人 〃 

コーチングスキル基礎講座 １人 〃 

マスメディア対応研修 ２人 〃 

ハラスメント防止指導研修 １人 〃 

OA 研修 ４人 〃 

契約事務研修 １人 〃 

財政担当研修  １人  〃  

コミュニケーション研修 １人 〃 

会計学基礎研修  １人  〃 

管理監督者対象メンタルヘルス  ３人 パレス松洲 

ラインケア基礎研修 １人 大河原合同庁舎 管理監督者対象 

ウ 組合ホームページ

組合議会、行財政の状況、消防及び葬祭業務に関する情報な

ど、インターネットの持つ広域性、即時性、双方向性を最大限

に活用し、組合の最新情報を積極的に提供した。 

エ 職員メンタルヘルス講座

職員一人ひとりが、メンタルヘルスの必要性・重要性を理解

し、心身ともに健康的に働ける職場づくり目指し、職員全員が

参加するメンタルヘルス講座を開催した。 

講  師：一般財団法人メンタルパイロテージジャパン 

オフィスろごす

開催日程 

【亘理開催】令和元年１０月１５，１６日 

 ９時～１０時３０分 

【岩沼開催】令和元年１１月１９，２０日 

９時～１０時３０分 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

オ 給与計算事務委託事業

職員の月例給与及び賞与等の給与計算事務を委託した。

カ 財務書類作成業務委託事業

総務省より全ての地方公共団体において、統一的な基準によ

る地方公会計の整備が義務付けられたことから、前年度に引き

続き平成３０年度決算時点での財務書類を作成し公表した。 

キ 亘理消防署キュービクル式高圧受電設備機器更新工事

亘理消防署キュービクル式受電設備を構成する機器のうち、

更新推奨時期を迎える機器の更新を行った。 

（２） 主な支出

最少の経費で最大の効果を上げるように事務・事業が執り行われ

ているか、公正な視点で監査及び審査を行った。 

ア 平成３０年度亘理地区行政事務組合一般会計決算の審査

イ 令和元年度一般会計歳入歳出予算に関する事務の執行及び事

業の監査

（単位：円） 

職員健康診断委託料  １，７３４，７７３ 

複合印刷機賃借料（亘理） １，０６０，１２８ 

業務用ＰＣ及びプリンター賃借料 １，１５０，４５２ 

亘理消防署キュービクル式高圧受電設備機

器更新工事  
２，２６０，８７２ 

広域運営費  （単位：円） 

財務書類作成支援業務委託料  ２，３６５，０００ 

給与計算事務委託料  ２，０１７，１０６ 

勤怠管理システム賃借料  １，４１７，８００ 

複合印刷機賃借料（岩沼） １，０６０，１２８ 

財務会計システム使用料  ９９４，０８０ 

岩沼消防署庁舎改修工事  ２５，４４３，０００ 

〃 設計業務委託料  １，２４２，０００ 

〃 監理業務委託料 １，１００，０００ 

区 分 一 般 監 査 決 算 審 査 そ の 他 

回   数 ２ １ ０ 

所要日数  ２ １ ０ 

２ 監査委員 

の状況 

80 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

 （１） 葬祭場の管理状況

遺族及び利用者が心静かに故人の追悼ができるよう、環境及

び設備の整備等を行い施設保全に努めた。 

葬祭場利用状況  （単位：件） 

区  分 R 元年度 Ｈ３０年度  増 減 

亘 理 町  ３８１ ３７４ ７ 

山 元 町  １７１ １８８ △１７

他 の市 町 ４０ ４１ △１

合  計 ５９２ ６０３ △１１

（２） 主な支出

（単位：円） 

燃料費（重油：火葬燃料） ２，５２３，１５１ 

１・２号炉維持修繕工事及び霊台車維持修繕

工事及び３号炉改修工事燃焼コーン改修工事  
１，６６３，２００ 

３款 

衛生費 

２５，３０２ 

１ 葬祭場 

の状況 

２５，３０２ 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  あぶくま消防本部発足初年度であり、広域化のスケールメリットを

活かし、災害や事故の多様化及び大規模化、都市構造の複雑化、住民

ニーズの多様化等の消防を取り巻く環境の変化に対応し、今まで以上

住民が安心して暮らせる地域づくりに署員一丸となり取り組んだ。

また、広域化による財政措置（緊急防災・減災事業債）を活用し、

水槽付き消防ポンプ自動車、消防ポンプ付き救助工作車の購入及び、

高機能消防指令センター更新工事を完了させ、「直近出動」が可能と

なった。 

（１） 消防職員の研修状況

ア 宮城県消防学校入校

消防業務に必要な知識を段階的に習得するための教育を受

講した。 

教育訓練種別  入校者数  

初任総合教育（総合２３期） ４人 

幹部教育  
上級幹部科（第７期） １人 

中級幹部科（第３１期） １人 

専科教育  

火災調査科（第１０期） １人 

警防科（第８期） １人 

予防査察科（第８期） １人 

特殊災害科（第６期） １人 

特別養育  

指揮隊長教育講習  １人 

救助隊員再教育講習  １人 

救急隊員再教育講習  １人 

イ 救急救命士研修

救急救命士は、常に一定水準以上の高度な救急技術を求め

られていることから、東北救急医学会をはじめとする研修会

等に参加し、事例研究を通した技能熟達に努めた。(１０回、

４４名) 

ウ 救命救急研修所入所

国家試験資格である救急救命士を養成するため、救急救命

東京研修所にて研修を受講させ、資格取得を成した。 

また、他の救急救命士や救急隊員の指導、医師・関係機関と

の連携強化を目的に救急救命九州研修所で指導救命士の養成

研修を受講させた。 

研修機関  教育訓練種別  入校者数  

救急救命東京研修所  救急救命士新規養成課程（後期） １人 

救急救命九州研修所  指導救命士養成研修  １人 

４款 

消防費 

   1,530,787 

１ 消防事務 

の状況 

1,530,787 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

 

 

エ 救急救命士の病院研修

住民への質の高い病院前救護を提供するため、救急救命士

として必要な救急医療の知識、技術の維持・向上を目的に、指

定医療機関で研修を受けた。 

（２） 消防職員の資格取得状況

消防業務に必要とされる、各種資格の取得に努めた。

資格種別 取得者数 

救急救命士 １人

二級小型船舶操縦士 ２人

小型移動式クレーン運転技能講習 １人 

玉掛け技能講習 １人 

大型自動車運転免許 ４人 

予防技術資格者 ３人 

第 1 種衛生管理者 ２人 

（３） 消防職員の訓練状況

ア 身近な災害対応への訓練

消防を取り巻く社会情勢の変化に伴い、火災はもとより、交

通事故、水難事故、特殊災害など災害の形態も複雑多様化し、

従来の消防活動に加えて、新たな知識や資機材、消防戦略が必

要となっている。これらの災害を想定し、小隊単位、署単位で

警防・救助・救急訓練を計画的に実施した。 

指定医療機関  人数  

総合南東北病院  １１人 

独立行政法人  宮城病院  ５人 

東北医科薬科大学病院  ２人 

仙台市救急ステーション ２人 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

 

 

イ 大規模災害に備えた訓練

大規模災害発生時の応援及び受援体制等の各種訓練に参

加・実施し、関係機関との連携強化を図った。 

（４） 消防の諸活動

ア 警防活動の状況

(ア) 火災出動

火災出動件数は２４件で、前年度より５件増加した。

火災による損害額は、５７，０２４千円であった。 

(イ) 警戒出動

警戒出動件数は６８件で、前年度より４１件増加した。

交通事故等における危険物漏えいや、強風・大雨などの

自然災害により人命に危険が予想される時など､災害の

被害拡大防止のために出動した。 

(ウ) 偵察出動

偵察出動件数は５２件で、前年度より４４件増加した。

火災と紛らわしい火煙の発見又は通報により、その真

偽を確認するために出動した。 

名  称 月 日 参加者数  実施主体 

亘理町総合防災訓練 ６月１２日 １８人 亘理町 

非常災害消防訓練 ６月１２日 １２１人 亘理地区行政事務組合 

阿武隈川左岸水防工

法訓練 
６月２３日 ９人 

阿武隈川左岸水害予防 

組合 

県消防救助技術指導会 ７月４日 １６人 県消防長会 

岩沼市総合防災訓練 ７月４日 ８人 岩沼市 

県消防協会亘理地区  

支部水防訓練 
 ７月７日 １６人 

県消防協会 

亘理地区支部 

県消防広域応援隊訓練 
８月３１日 

９月１日 
１０人 宮城県・大衡村 

山元町総合防災訓練  ９月１日 １０人 山元町 

志賀姥ヶ懐トンネル

災害対応訓練 
１２月１０日 １６人 宮城県・仙南消防本部 

火災の種別  
出 動 件 数 

増減  Ｒ元年度の主な出火原因  
Ｒ元年度  Ｈ３０年度  

建物火災 １０ ９ １ 配線器具、たばこ 

車両火災 ５ ２ ３ 排気管、放火  

林野火災 ０ ０ ０ 

そ の 他 ９ ８ １ 火入れ、放火  

計 ２４ １９ ５ 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

 (エ) 地水利調査

地水利調査は、消防活動に重要な意義をもつものである

ことから、毎月計画的に管内の地理、消火栓、防火水槽、

河川及び池、沼等を実際に調査し、現状把握に努めた。 

イ 救急・救助活動の状況

(ア) 救急出動

救急出動件数は４，２１９件で、前年度より２，０７３

件増加した。 

① 救急出動及び搬送人員

② 事故の種別 （単位：件） 

区 分 Ｒ元年度 Ｈ３０年度 増 減 

急 病 ２，６６６ １，４８４ １，１８２ 

一般負傷 ４９４ ２１０ ２８４ 

転 院 ６９４ ２３５ ４５９ 

交通事故 ２４１ １５９ ８２ 

そ の 他 １２４ ５８ ６６ 

計 ４，２１９ ２，１４６ ２，０７３ 

③ 地域別医療機関搬送人員  （単位：人） 

区  分 Ｒ元年度 Ｈ３０年度 増 減 

管
内

岩 沼 市 １，６５６ H30 年度まで管外 ９１８ 

亘理・山元町 ３７７ ４３２ △５５

小  計 ２，０３３ ４３２ ８６３ 

管 

外 

仙 台 市 １，５１８ ５５７ ９６１ 

岩 沼 市 R 元年度より管内 ７３８ 

名 取 市 ８５ ３１ ５４ 

そ の 他 ２８６ ２４４ ４２ 

小  計 １，８８９ １，５７０ １０５７ 

合 計 ３，９２２ ２，００２ １，９２０ 

区 分 
Ｒ元年度 Ｈ３０年度 増 減 

件 数 人 数 件 数 人 数 件 数 人 数 

岩 沼 市 ２，０６４ １，９６５ ２，０６４ １，９６５ 

亘 理 町 １，４２７ １，２７８ １，４０５ １，２９５ ２２ △１７

山 元 町 ７１３ ６６９ ７１６ ６８３ △３ △１４

管 外 １５ １０ ２５ ２４ △１０ △１４

計 ４，２１９ ３，９２２ ２，１４６ ２，００２ ２，０７３ １，９２０ 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

(イ) 救助出動

救助出動件数は４３件で、前年度より１９件増加した。 

ウ 応急手当等の指導

管内の各種団体や企業、個人を対象に救命講習を実施し、応

急手当の普及啓発に努めた。 

エ ドクターヘリの運用状況

平成２８年１０月２８日から運用が開始されている宮城県

ドクターヘリでの救急搬送件数は３０件となり、前年度より

１０件増加した。 

急病や交通事故などで生命の危険が切迫している傷病者に

救急の専門医師や看護師が救急現場で早期治療を開始するこ

とができ、短時間で救命救急センター等に搬送できることから、

当管内の救急救命に大きく寄与している。 

（５） 予防活動の状況

平成３０年４月１日より違反対象物の公表制度が開始された

ことに伴い、違反対象物の立入検査を重点的に実施し、是正に努

めた。また、住宅用火災警報器の設置や維持管理、更新時期等に

ついて、各市町広報紙やホームページへの掲載、啓発用チラシを

配布するなど普及促進活動に取り組んだ。 

区 分 
Ｒ元年度 Ｈ３０年度 増 減 

件 数 人 数 件 数 人 数 件 数 人 数 

火 災 １ １ ０ ０ １ １ 

交通事故 ２３ １２ １０ ４ １３ ８ 

水難事故 ２ ２ ２ ２ ０ ０ 

風水害等自然災害事故 １ １ ０ ０ １ １ 

機 械 に よ る 事 故 ４ １ １ ０ ３ １ 

建 物 等 に よ る 事 故 ２ １ ２ ２ ０ △１

ガ ス 及 び 酸 欠 事 故 ２ ２ １ ２ １ ０ 

そ の 他 ８ ５ ８ ９ ０ △４

計 ４３ ２５ ２４ １９ １９ ６ 

区 分 
Ｒ元年度 Ｈ３０年度 増 減 

回数 受講者数 回数 受講者数 回数 受講者数 

普通救命講習会 ７０ ７９８ ２４ ２９５ ４６ ５０３ 

上級救命講習会 ３ ３２ ３ ３４ ０ △２

一般救命講習会 ９５ ２，８８０ ４０ １，０９２ ５５ １，７８８ 

計 １６８ ３，７１０ ６７ １，４２１ １０１ ２，２８９ 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

 

 

ア 防火対象物等の査察状況

学校・工場・病院等の防火対象物及び危険物施設を立入検査

し、災害発生防止の指導を行った。 

イ 建築確認同意事務の状況

消防法第７条による建築確認同意について、消防法令に基づ

き審査を行い、適正な処理を行った。 

ウ 危険物取扱事務の状況

危険物の規制に関する関係法令等の規定に基づき、書類審

査及び施設検査を行った。 

エ 予防広報活動

火災予防運動期間中に婦人防火クラブ員による巡回広報を

実施、また、スーパーマーケット等において防火チラシ等を配

布し、地域住民の防火思想の普及啓発に努めた。 

オ 防災リーダー講習会

事業所において災害が発生した場合、的確に対処できるよ

う、消防用設備等の基礎知識を学び、放水訓練や煙体験、応急

手当等、防災に関する技術を習得し、災害時に中心的な役割を

担う防災リーダーの育成を図った。  

（単位：件） 

区 分 
Ｒ元年度 

施設総数 

立入検査実施件数 

Ｒ元年度 Ｈ３０年度 増 減 

防火対象物 ２，１６１ ８４９ ５３２ ３１７ 

危険物施設 ３７０ １２８ １１９ ９ 

計 ２，５３１ ９７７ ６５１ ３２６ 

（単位：件） 

区 分 Ｒ元年度  Ｈ３０年度  増 減 

建築確認同意 １２４ ９１ ３３ 

（単位：件） 

区 分 Ｒ元年度  Ｈ３０年度  増 減 

設置及び変更許可  １８ １１ ７ 

完成検査及び水張検査  ２０ １０ １０ 

仮使用承認  １０ ４ ６ 

計 ４８ ２５ ２３ 

区 分 Ｒ元年度  Ｈ３０年度  増 減 

参加事業所数  １８ １５ ３ 

参加者数  ２８ １９ ９ 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

 

 

カ 各地区防災安全協会事務局

岩沼市、亘理郡内の危険物取扱事業所及び防火管理者を有

する事業所並びに高圧ガスを取扱う事業所を会員とする組織

の事務を行っている。 

年間事業として、防火講習会及び視察研修、救命講習会、防

火広報活動（防火キャラバン、航空機広報、ポスター配布）並

びに防災情報の提供等を行った。 

キ 各地区婦人防火クラブ事務局

岩沼市婦人防火クラブ連絡協議会、亘理町婦人防火クラブ

連合会、山元町婦人防火クラブ連合会の事務を行っている。 

各地区婦人防火クラブでは、各婦人防火クラブの健全な育

成、防火防災思想の普及を進め、安全で住みよい地域づくりを

目指し活動を行った。 

ク 幼年消防クラブの育成指導

管内の幼年消防クラブ１４団体、１，４６５人に対して、防

火講話や防火映画の上映、避難訓練等を行い、防火意識の高揚

を図りクラブ員の育成指導に努めた。 

（６） 消防団への訓練指導

地域の暮らしの安全を守るうえで、非常に重要な役割を果たしてい

る消防団の組織力の維持・向上に資するよう、訓練指導を行った。 

区  分 
岩沼市消防団  亘理町消防団  山元町消防団  

回数  受講者数  回数  受講者数  回数  受講者数  

小型ポンプ操法  ８ ７８ ９ １０９ ３１ ２２３ 

自動車ポンプ操法  ０ ０ １ ５ ０ ０ 

初任団員訓練  

（仙台南消連協） 
１ １５ １ １０ １ ８ 

礼式訓練（幹部） １ １６１ １ ７０ １ ５４ 

計 １０ ２５４ １２ １９４ ３３ ２８５ 

区 分 
Ｒ元年度  Ｈ３０年度 増  減  

事業所数  事業所数  事業所数  

防災安全協会  ４０３ ４１０ △７

区 分 
Ｒ元年度  Ｈ３０年度 増  減  

団体数  会員数  団体数  会員数  団体数  会員数  

地区防火クラブ ８９ １４，９５２ ９１ １５，１３７ △２ △１８５
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

 （７） 県移譲事務の状況

「火薬類取締法」及び「液化石油ガスの保安の確保及び取引

の適正化に関する法律」に係る権限移譲事務を次のとおり処理

した。 

（８） 消防施設等の整備

ア 消防資機材等の整備

近年、災害や事故の多様化及び大規模化、住民のニーズの多

様化及び消防情勢の変化に的確に対応できるよう、消防資機材

等の整備を行った。 

消防車両更新事業では岩沼消防署に高性能消防ポンプを搭

載した１．５ｔ水槽付き消防ポンプ自動車、亘理消防署には消

火及び救助事案の両面に対応できる、消防ポンプ付き救助工作

車を配備し、消防力の充実強化を図った。 

(ア) 岩沼消防署水槽付き消防ポンプ自動車

主要諸元 

車両全長  ７，２２０ｍｍ 乗車定員  ５人 

車両全幅  ２，３３０ｍｍ ポンプ性能  消防検定Ａ－２級  

車両全高  ２，９８０ｍｍ 駆動方式  四輪駆動  

車両総重量  １０，９９５㎏ 変速方式  Ａ／Ｔ 

エンジン ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ
外装  

アルミ合金製オー

ルシャッター総排気量  ５，１２０㏄ 

最大出力  ２４０㎰ エアバック装置 運転席  

（イ） 亘理消防署消防ポンプ付き救助工作車

主要諸元  

車両全長  ７，７８０ｍｍ 乗車定員  ５人 

車両全幅  ２，３８０ｍｍ ポンプ性能  消防検定Ａ－２級  

車両全高  ３，２７０ｍｍ 駆動方式  四輪駆動  

車両総重量  １０，９９５㎏ 変速方式  Ａ／Ｔ 

エンジン ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ
外装  

アルミ合金製オー

ルシャッター総排気量  ５，１２０㏄ 

最大出力  ２４０㎰ エアバック装置 運転席  

（単位：件） 

区 分 Ｒ元年度  Ｈ３０年度  増 減 

火薬類に係る事務  ６ １０ △４

液化石油ガスに関する事務  ２ ０ ２ 

計 ８ １０ △２
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

 イ 高機能消防指令センターの更新

広域消防運営計画に基づき、構成市町の１１９番通報を受付

する高機能消防指令センターをあぶくま消防本部に統合した。 

消防指令業務の広域化に伴い、１１９番通報の受付はもとよ

り消防隊等に対する出動指令、消防車、救急車等との無線情報

通信、車両運用管理、現場活動支援、各種消防業務に関する情

報処理等を一括して効率化し、要請があった場所に最も近い消

防車や救急車を出動させることができるよう整備を行い、令和

２年２月に更新完了した。  

（９） 「災害時等における無人航空機の運用に関する協定」締結

㈱仙南測量設計と「災害時等における無人航空機の運用に関する

協定」を締結し、大規模災害が発生した場合に、上空からの撮影による

災害現場の被災状況把握、行方不明者発生時等における必要な情

報収集等の体制強化及び、迅速な災害対応能力の強化を図った。 

（10） 宮城県広域消防相互応援活動状況

令和元年台風第１９号は、県内随所で大きな被害をもたらしたが、な

かでも仙南地域（角田市、丸森町）においては、地域の消防力を超える

甚大な被害が発生し、仙南地域広域行政事務組合消防本部から、あ

ぶくま消防本部に幹事代行要請があり、県内広域消防応援隊として、

丸森町中島地区及び子安地区の安否確認や行方不明者の検索活動

にあたった。 

（11） 宮城県消防学校への車両無償譲渡

令和元年度更新車両に伴い廃車となった車両（岩沼消防署水槽付

きポンプ自動車、亘理消防署救助工作車、山元分署ポンプ自動車）を

宮城県消防学校へ訓練車両として無償譲渡を行った。 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

 （12）主な支出

（単位：円） 

消防職員用被服  ２，８２９，８３２ 

岩沼消防署水槽付き消防ポンプ自動車  ６４，１３０，０００ 

亘理消防署消防ポンプ付き救助工作車  ８５，９１０，０００ 

消防デジタル無線及び通信回線利用経費  ５，８８７，９１２ 

メディカルコントロール業務委託料

(総合南東北病院 )
８３４，９００ 

救急救命士再教育実習  

(宮城病院・東北医科薬科大学病院 ) 
３８５，０００ 

仙台市救急ステーション研修  ２１６，０００ 

救急救命士就業前実習 (東北医科薬科大学病院 ) ４３２，０００ 

救急救命士気管挿管実習 (総合南東北病院 ) ３２４，０００ 

除細動器保守点検業務委託料  ２１５，５６８ 

消防指令ｼｽﾃﾑ・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ無線保守点検料  １２，５４０，０００ 

消防用ホース １６本 ５５７，２８０ 

AED トレーナー ５器（更新） ４２１，２００ 

安全マット １個（更新） ２８６，２００ 

高機能消防指令センター更新工事  ４１８，０００，０００ 

   〃 設計業務委託料  ６，９９８，４００ 

   〃 監理業務委託料  ４，３７８，０００ 

岩沼消防署正・副訓練塔修繕工事  ２，２１４，０００ 

消防広域化に伴う整備事業  （単位：円） 

岩沼消防署車両名義変更手数料（１５台） １７６，０００ 

岩沼消防署デスク等  ２，５３０，０００ 

あぶくま消防本部警防・指令課デスク等  １，５４０，０００ 
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